
認定
年度 № ふじのくにフロンティア推進エリア名

R1
① 御殿場“エコガーデンシティ”産業立地促進エリア

② ＩＣＴ・ＩｏＴによる新産業創出推進エリア

Ｒ2

③ 富士山静岡空港周辺観光・産業交流推進エリア

④ 世界レベルの地域資源の中で、豊かに働き・暮らし・遊ぶ『伊豆'sライフスタイル』創造エリア
⑤ 先端科学技術を活用した農業イノベーション創出エリア
⑥ 湖西市版MaaS（企業シャトルBaaS）によるデジタルシティ推進エリア

⑦ 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした、交流・関係・定住人口創出
推進エリア

⑧ 笑顔があふれ誰もが健康に暮らせる『笑街健幸のまち』推進エリア

Ｒ3

⑨ 企業の競争力と暮らしの質を高め、新たな価値を創造するテレワーク先進都市エリア 

⑩ 「水産資源（食）」・「温泉」・「歴史文化」と「新たな働き方・楽しみ方」の掛け合わせによ
り、多彩な人々が寄り集う「港まちやいづ」創造エリア 

⑪ 脱炭素社会と経済の活性化を実現する、御前崎型の次世代農業・賑わい創出エリア 

R4
⑫ 首都圏の子育て世帯から選ばれる「転職なき移住」推進エリア
⑬ 「多文化都市」菊川型の関係人口創出・定住人口拡大エリア

○　ふじのくにフロンティア推進エリア一覧

単独型

連携型

①

②

③

⑥
⑪

⑩

④

⑦

⑤
⑨

湖西市

御前崎市

 島田市・牧之原市・吉田町
焼津市

川根本町

富士市

御殿場市

沼津市

伊豆市

 下田市・東伊豆町・河津町
南伊豆町・松崎町・西伊豆町

清水町⑧

⑫
 三島市・裾野市・長泉町

菊川市⑬



１　【御殿場市】 御殿場“エコガーデンシティ”産業立地促進エリア

 

目指す
姿

持続可能なエネルギー利用と低炭素社会を実現しながら、地域経済の好循環を目指す
“エコガーデンシティ”構想実現のための先導的モデルエリア

取組
内容

○低炭素化技術の展開

• 各拠点における再生可能エネルギー創出、活用技術の導入

• 企業間を循環走行する燃料電池バスの導入

○エリア内のエネルギー循環の最適化

○エリア全体の景観保全（阻害抑制、緑化推進等）

○環境関連産業等の集積を図る工業団地開発

○拠点間のビジネスマッチング、人材育成

• エリアの経済の中心となる経済活性化施設整備

○拠点を結ぶ団地間連絡道路の整備　

• ICT物流、自動運転実証によるエリア全体の移動・輸送の最適化 

新拠点
区域

• 夏刈南部工業団地／板妻南工業団地（第３期）／板妻南工業団地（第４期）

• 経済活性化施設

県支援
事業

• 地域産業立地事業費助成

主な
進捗

夏刈南部工業団地は、令和
３年１月に全２区画を造成
完了。１区画は、進出企業
が令和４年８月に操業開始。

板妻南工業団地（第３期）は、
令和５年２月に全２区画の
造成が完了見込み。両区画
とも、県外企業の進出が決
定しており、２社合計で70人
の雇用創出見込み。

水素ステーションの操業開
始を契機とした市公用車へ
の水素自動車導入のほか、
ごみ焼却発電による電力の
公共施設での利用、スマー
トファシリティの市庁舎への
導入など、低炭素化技術・
エネルギー循環の拡大に向
けたモデルケースの確立を
図っている。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

工業団地の整備

（夏刈南部／板妻南第
３期／板妻南第４期）

当初計画

実施・見込み

経済活性化施設の整備
当初計画

実施・見込み

Ｒ元年度認定

自動運転・ＩＣＴ物流

【新拠点区域】

   経済活性化施設

ビジネスマッチング

スマートグリッド

駒門
スマートIC

新
た

な
道

路

スマートグリッド

環境保全・景観保全

地域経済の活性化

燃料電池バス

再生可能エネルギー・低炭素化技術の展開

【新拠点区域】

  新たな工業団地

既存工業団地
（推進区域）

駒門周辺地域エコシティ化推進区域

景観・環境協定

ビジネスマッチング

JR御殿場駅

水素ステーション

ドローン技術を活用した
工業団地造成

基本構想　 　設計　　　　　　用地取得　 造成工事　　　　　　　　　　 施設整備

基本構想　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計               用地取得　 造成工事



２　【川根本町】 ICT・IoTによる新産業創出推進エリア

 

目指す
姿

ICTインフラやIoTを活用した新たな産業やにぎわいを創出し、町民が個性豊かに「学び」
「働き」「暮らす」ことができる魅力あるエリア

取組
内容

○エリアへの新たな人の流れ（新たな就労環境）の創出

• テレワーク推進拠点（山のすこやカフェ）の整備

• 空き家を利用したサテライトオフィスの誘致

• BPO事業により育成されたワーカーの町内企業での新規雇用

○企業と教育機関の連携による地域を支える人材の育成

○農業の成長産業化（農業IoT・６次産業化）に係る技術提携

新拠点
区域

• テレワーク推進拠点（山のすこやカフェ）

既存
拠点

• ICTを活用したサテライトオフィス・テレワーク推進区域

• 各教育機関（川根高等学校・本川根中学校・中川根中学校）

• 川根本町農林業センター

県支援
事業

－

主な
進捗

令和３年４月にオープンした
テレワーク推進拠点（山のす
こやカフェ）は、テレワークス
ペースとしての機能を備え
たカフェとして、テレワークの
場となるとともに、観光・交
流の場となり、年間5,000人
超の利用が見込まれている。

地域活性化組織「プロジェク
トＫ」が中心となりサテライト
オフィス誘致に取り組み、複
数の企業が進出を検討中。

サテライトオフィス進出企業
の株式会社Agrinosが、栽培
したゆずを活用したマーマ
レードなどの製品化に向け
た取組を進めている。令和４
年４月には、「第4回ダルメイ
ン世界マーマレードアワード
＆フェスティバル日本大会」
において、「金賞」を受賞。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

テレワーク推進拠点（や
まのすこやカフェ）の整
備・運営

当初計画

実施・見込み

誘致企業へ就労できる
仕組みづくり（ITエンジ

ニア研修・大学と連携し
たインターンシップ）

当初計画

実施・見込み

川根高等学校

本川根中学校

BPO事業（Business Process Outsourcing）

農林業センター 茶園IoT管理 中川根中学校

IoT技術の展開
６次産業化の展開

ＩＴ企業

経営コンサルタント

ゆず加工品（６次化）販売

サテライトオフィスの誘致

就
業

体
験

・
IT学

習

異
文

化
交

流
体

験

ワーカー雇用

 【新拠点区域】

 テレワーク推進拠点
    （山のすこやカフェ）

雇
用

創
出

就業体験

商品開発・販路拡大

サテライトオフィス

農業関係 教育機関

コワーキングスペース

ワーカー育成/業務提供

就労環境提供

移住定住促進支援

新たな人の流れ創出

地域を支える人材育成

農業の成長産業化

地域交流の場

地域交流の場

雇用創出

サテライトオフィス

茶園内のセンサー

にぎわい創出

行政・観光協会
地域ＮＰＯ

地域活性化組織
－プロジェクトＫ－

整備　　 　　運営

整備　 　　　運営

Ｒ元年度認定



３　【空港周辺】 富士山静岡空港周辺観光・産業交流推進エリア
                     （島田市・牧之原市・吉田町）

 

目指す
姿

富士山静岡空港や高規格幹線道路、新たなモビリティ等の交通ネットワークの活用と、
拠点間の相互連携により、新たな人・モノの流れを生み出す観光・産業交流推進エリア

取組
内容

○空港を中心とした新たな賑わい拠点の創出および既存資源との連携強化

• MaaS等の新たなモビリティを活用し、既存の観光・商業施設や、新たな賑わい拠点
などを結ぶ交通アクセスを改善するとともに、周遊ルートの創出による更なる観光交
流を生み出しながら、エリア全体の消費拡大、地域経済を活性化

○陸・海・空のネットワークを活用した新産業の集積と新たな住環境の提供

• 次世代自動車研究開発等の産業を誘致する拠点を整備し、雇用の受け皿を確保

新拠点
区域

• 工場跡地利活用促進拠点 • 旧金谷中学校跡地活用推進拠点

• 萩間地区工業用地開発推進拠点

• シーガーデン推進拠点 • (仮称)東名吉田ＩＣ周辺バスターミナル推進拠点

既存
拠点

• 新東名島田金谷ＩＣ周辺都市的土地利用推進区域

• 東名相良牧之原ＩＣ周辺土地利用推進区域

• 物資供給拠点確保事業推進区域 • 企業活動維持支援事業推進区域　等

県支援
事業

• ふじのくにフロンティア推進エリア形成事業費補助金

• 工業用地安定供給促進事業費助成

主な
進捗

旧金谷中学校跡地活用推
進拠点は、民間活力導入に
よる交流・賑わい拠点の整
備に向け、令和４年度に事
業者が決定見込み。令和５
年度からの整備着手を予定。

萩間地区工業用地開発推
進拠点は、EV・次世代モビリ
ティ研究開発施設に向け、
令和４年10月にスズキ・県・
市による基本協定を締結。

シーガーデン（川尻海岸）推
進拠点は、令和４年５月に、
防潮堤天端の緑道の供用を
開始。併せて整備した水防
センターは、災害時に水防
活動の拠点となる一方で、
平時は富士山や駿河湾の
眺望を活かした賑わいの場
としての活用が期待される。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

旧金谷中学校跡地活用
推進拠点整備

当初計画

実施・見込み

ＭａａＳ等新たな移動手
段の導入

当初計画

実施・見込み

Ｒ２年度認定

賑わい創出 産業集積・住環境整備

【新拠点区域】

  賑わい拠点

住宅整備
（推進区域）

安全・安心

静岡空港

周遊ルート創出

安全・安心 新産業集積・住環境整備

賑わい創出・交通アクセス改善

滞在者の利便性向上 地域交通の補完

観光関連事業・拠点
御前崎港

【新拠点区域】

   バスターミナル交通アクセス改善

【新拠点区域】

  産業拠点

産業拠点
（既存拠点）

賑わい

職住近接

高規格幹線道路・IC・SIC

新たな玄関口

賑わい拠点
（推進区域・既存拠点）

MaaS等新たな移動手段 快適な移動

茶の都ミュージアム、
吉田公園等

次世代自動車産業、
スマート農業等

事業用地PR         事業者募集 拠点整備

事業用地PR         事業者募集 拠点整備

手法検討　　　　　　　　　　　実証実験　　　　　　実装

手法検討　　　　　　　　　　　実証実験　　　　　　実装



４　【賀茂地域】 世界レベルの地域資源の中で、豊かに働き・暮らし・遊ぶ
       『伊豆’sライフスタイル』創造エリア         
       （下田市・東伊豆町・河津町・南伊豆町・松崎町・西伊豆町）

 

目指す
姿

自然、歴史、文化等、世界に誇れる魅力ある地域資源を最大限に活用し、地域特性に応
じた賀茂地域ならではの働き方、暮らし方、遊び方を掛け合わせた、新しく、豊かで、多彩
なライフスタイルを実現する先進モデルエリア

取組
内容

○関係人口の創出による地域経済の活性化

• ワーケーション、テレワーク、サテライトオフィスの誘致や拠点整備等を推進

○新たなワーケーションスタイルの提案

• 来訪者と地元企業・人材等との交流機会を創出するとともに、コーディネート機能を
充実させ、地域課題解決型ワーケーションを推進

• 施設の相互利用、連携した情報発信、活動団体のネットワーク化等を実施

○地域教育の場の創出

• 学校教育における交流授業の実施等、外部人材と地域の若者の交流の場の創出

○観光型MaaSとの連携による地域活性化

• 観光型MaaSの実装に向けた実証実験を推進

○ドローン技術を活用した地域課題の解決

• 観光振興や災害、物資運搬等地域課題の解決モデルを実践

県支援
事業

• ふじのくにフロンティア推進エリア形成事業費補助金

主な
進捗

各市町でワーケーション拠点
の整備を推進しており、令和４
年春に下田市で２件、東伊豆
町で１件がオープン。

モニターツアー開催、外部人材
と地域事業者のマッチングを図
る地域課題解決ワークショップ
の開催、自治体・企業マッチン
グイベントへの出展などにより、
ワーケーションでの誘客を推進。

ワーケーション施設相互利用
や団体ネットワーク化等につい
て、組織構成、事業内容等を
協議中。

令和３年度の東伊豆町に続き、
河津町がドローンを購入し、パ
イロットの育成を行いながら、
地域課題解決に向けた活用を
検討中。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

ワーケーション拠点整
備

当初計画

実施・見込み

ワーケーション施設総
合利用・活動団体ネット
ワーク化

当初計画

実施・見込み

Ｒ２年度認定

交通利便性向上地域経済の活性化

・専門人材、産業集積

安全・安心

地域課題解決

・物資運搬等

ワーケーション展開

観光関連施設

教育機関等

・災害時被災状況確認
空き家

低未利用宿泊施設

ドローン技術実証フィールド

地元企業

・新規ビジネス

ドローン活用

・ビジネスマッチング

・来訪者増加

・ワーケーション推進

地域教育

・稼働率向上

既存ストック活用

・コラボレーション

・視野の拡大

・地域愛着醸成

地域教育の場

（交流拠点）

ワーケーション拠点

ワーケーション拠点

MaaS等新たな移動手段
滞在者の利便性向上

地域交通の補完



５　【沼津市】 先端科学技術を活用した農業イノベーション創出エリア

 

目指す
姿

先端科学技術を活用した農業の生産性改革と農業を軸とした関連産業のビジネス展開に
より、「農業の力」で地域の活性化を実現する農業イノベーションエリア

取組
内容

○荒廃農地のリノベーション

• 荒廃農地を活用した農業団地の整備を進め、ICTやビッグデータを活用したスマート
農業の導入により、生産から加工、販売までを一貫して行う農業サプライチェーンモ
デルを構築し、農産物の生産性向上や安定供給を実現

○先端技術の研究拠点と生産現場との連携

• AOI-PARCとの連携を図り、AOIプロジェクトで開発された革新的な栽培技術等を生
産現場に導入し、技術的・経営的効果を実証するモデル事業として展開

○地産地消の推進や賑わいの創出

• 周辺の農業従事者との連携により、地場産品の集出荷機能を有する施設を整備し
地域内での消費拡大を図り地産地消を推進

• 物販、マルシェ、カフェ機能等の導入により、賑わいの場として活用

新拠点
区域

• 原・浮島地区農業団地整備推進拠点

既存
拠点

• AOI-PARC

• 東名高速道路愛鷹スマートIC、新東名高速道路駿河湾沼津スマートIC

県支援
事業

• ふじのくにフロンティア推進エリア形成事業費補助金

主な
進捗

原・浮島地区農業団地整備
推進拠点で、令和４年５月に
植物工場が竣工。夏からホ
ウレンソウの量産出荷を開
始。年間1,000ｔの出荷、100
人の雇用を見込む。

植物工場では、IoTの活用に
より、植物工場内の湿度や
温度・施肥などを自動管理し、
無農薬により栽培。熱貫流
環境制御アルゴリズムと自
然エネルギーの活用により、
使用電力を削減。

原・浮島地区での先端技術
の普及や荒廃農地の利用・
再生に向け、民間事業者の
スマート農業導入、実証実
験を支援。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

植物工場の整備
当初計画

実施・見込み

AOI-PARCと生産現場
の連携

当初計画

実施・見込み

荒廃農地解消

地域経済の活性化

新たな道路

最先端農業科学研究

【新拠点区域】

次世代農業団地

ＡＯＩ－ＰＡＲＣ
（既存拠点）

事業化を目指す企業とのマッチング

生産・加工・販売までを
一環して行う、複合型次
世代農業団地

周辺農家
（地域農業）

安全・安心

実証フィールド提供

先端技術提供

高付加価値農業ビジネス

賑わい創出
防災・減災機能

次世代植物工場

道の駅機能
物販・マルシェ機能再生可能エネルギー

荒廃農地解消

低炭素化技術

研究拠点

実証フィールド

東名高速道路愛鷹SIC

新東名高速道路駿河湾沼津SIC

販路拡大

ブランド確立

賑わい創出

地元農産物集出荷・地産地消

物流連携による広域販路拡大

セミナー等による先端技術普及

内容検討　　実証試験

内容検討　　実証試験
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６　【湖西市】 湖西市版MaaS（企業シャトルBaaS）による
　　　　　　　　　デジタルシティ推進エリア

 

目指す
姿

湖西市版MaaSである企業シャトルBaaSや、各種手続きのデジタル化の推進による、
誰もが住みやすく、かつ、市内で経済が循環する先進モデルエリア

取組
内容

○企業シャトルバスを活用した地域公共交通の充実

• 複数企業のシャトルバスを共同運行し、かつ、一般乗車も可能とする「企業シャトル
BaaS」の運行により、公共交通の利便性・持続可能性を向上

○MaaSアプリを活用した地域内消費の誘導、安全で利便性の高い行政サービス提供

• 地域の飲食・小売事業者のクーポンをアプリ上で発行し、地域内消費を誘導

• 企業シャトルバスを活用した宅配支援により、市内商店での消費促進、企業従業員
の買い物支援

• 行政手続きのデジタル化やアプリとの連携の推進により、非対面・非接触で、利便
性の高い行政サービスを実現

○職住近接の推進による地域内消費活性化

• MaaSアプリの活用や企業との連携による情報提供、住宅ストックの活用などにより
移住・定住を促進

• 物販、マルシェ、カフェ機能等の導入により、賑わいの場として活用

既存
拠点

• 浜名湖西岸地区産業集積推進区域 • JR鷲津・新所原駅及び駅周辺商店

• 新居地区「安全で安心な暮らし空間創生」推進区域

県支援
事業

• ふじのくにフロンティア推進エリア形成事業費補助金

主な
進捗

令和３年度に引き続き、協力
企業４社と湖西市企業シャトル
BaaSの運行実証実験を令和４
年８月から令和５年１月の６ヶ
月間実施。

令和４年度は、隣接する豊橋
市と連携して、豊橋市内にもバ
ス停を設置し、県境を越えた
取組に発展。

BaaSアプリ上でドラッグストア
や食料品店、飲食店といった
地域商店のクーポンを発行し、
地域内消費の誘導を検証。

乗車予約のデジタルデバイド
解消のため、LINEによる予約
のほか、自動音声電話受付
サービスを導入。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

湖西市企業シャトル
BaaS

当初計画

実施・見込み

BaaSと連携した地域内
消費誘導

当初計画

実施・見込み

住みやすいまちづくり

地域経済の活性化

安全・安心

商店

被災リスク低減

住民

MaaSアプリの活用

・公共交通の予約・決済
・行政手続きデジタル化

・商店のクーポン発行

・災害情報配信

公共交通の便益性・持続可能性向上

消費促進

企業シャトルBaaS
企業シャトルバス＋MaaS

域内消費活性化

空き家等

住宅ストック活用

利便性の高い
行政サービス

デマンド
タクシー

コミュニティ
バス鉄道駅

既存工業団地
（推進区域等）

学校 病院

雇用の受皿

Phase1　令和2～4年度

・企業シャトルバスに市民が
  乗車可能な仕組みづくり
・自動運転社会を見据えた
　地域の体制、市民の受容性
  の醸成

Phase２　令和5～7年度 Phase３ 令和7年度以降

・次世代モビリティサービスの
  展開（自動運転車両×
　商業・医療等）

・企業シャトルと公共交通の
　共同運行
・商業施設、行政サービス等との 
  連携

連携

連携

補完

補完

実証実験、調査・分析　　　　　　　　　　　　　　　　本格運行

実証実験、調査・分析　　　　　　　　　　　　　　　　本格運行

実証実験、調査・分析　　　　　　　　　本格導入

 実証実験、調査・分析  　　 本格導入
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７　【伊豆市】 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を
　　　　　　　　　契機とした、交流・関係・定住人口創出推進エリア

 

目指す
姿

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、来訪者の皆様に新たな伊豆
市との関わり方を提案し、新たな賑わいを生み出す交流・関係・定住人口創出エリア

取組
内容

○東 京 2020 オ リ ン ピ ッ ク ・ パ ラ リ ン ピ ッ ク を タ ー ニ ン グ ポ イ ン ト と し た 交 流 ・
関係・定住人口の創出

• サイクリング等の新たな地域資源の活用や地域住民との交流など、滞在・体験・
交流の要素を取り入れた観光コンテンツを創出し、拠点間相互の新たな人の流れや
継続的な伊豆市との関わりを創出

• レガシー施設を活用した新たな自転車・サイクリングファンの創出や、サイクリング
ルート上の店舗と連携した自転車での快適な旅を確保するための環境整備により、
「サイクリングの聖地“伊豆市”」を確立

• 関係人口予備軍や移住希望者と地域のマッチング、連携のコーディネートなど、
伊豆市との新たな繋がりを創出する体制を構築

新拠点
区域 • 伊豆縦貫自動車道中間IC（仮称）周辺にぎわい創出拠点

既存
拠点

• 「天城北道路」と「道の駅」を活かした地域振興拠点づくり推進区域

• 天城北道路大平IC周辺“森と農”活力創造推進区域

• 修善寺・湯ヶ島温泉地区、修善寺駅、道の駅「天城越え」

• 伊豆市サテライトオフィス「狩野ベース」、旧土肥小学校

県支援
事業

－

主な
進捗

伊豆縦貫自動車道中間IC（仮称）
周辺にぎわい創出新拠点の整備
に向けて、地域住民とのワーク
ショップを実施し、地域の魅力を
活用しながら住民と来訪者の交
流を促進する拠点づくりの検討を
進めている。

サイクリングや地域資源の魅力を
掛け合わせた新たな観光メニュー
の創出に向けて、市内宿泊者を
対象とした20の観光コンテンツの
開発・試行やモニターツアーを実
施。

SNSによる住民・来訪者による情
報発信の拡大に鳥食う実、「＃伊
豆市いいね」の投稿が、令和４年
10月末時点で１万件を超えた。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

伊豆縦貫自動車道中間
IC（仮称）周辺にぎわい
創出拠点の整備

当初計画

実施・見込み

地域資源を活用した観
光コンテンツの創出

当初計画

実施・見込み

関係・定住人口創出オリンピックレガシー創出 安全・安心

サテライトオフィス入居企業

鉄道駅
（既存拠点）

温泉
（既存拠点）

既存ストック活用

道の駅
（推進区域・既存拠点）

デジタルサイネージを活用した情報発信
SNSを活用した情報発信
キャッシュレス促進

交流人口の増加

新たな観光コンテンツ創出
レガシー施設活用

コーディネーター

地域交流の創出、地域へのノウハウ提供

関係人口予備軍・移住希望者と
地域のマッチング

【新拠点区域】

  賑わい創出拠点

観光関連団体

ファンの創出 有事の迅速な情報発信

地域内連携のハブ機能

空き家、空きオフィス、廃校

利便性向上

地域交流創出

サイクルツーリズム
環境整備

地域商店

関係人口・
定住人口の
創出

（バイシクル
ピット等）

回遊性向上

調査設計　　　　　　　　　　　　　整備

調査設計　　　　　　　　　　　　　

試行　　　　 本格導入　　　　　　　　　　　　　

試行　　　　 　　　　　　　　本格導入　　　　　　　　　　　　　
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健康増進

地域経済の活性化

【新拠点区域 】
健幸スポーツの駅

安全・安心

住民意識・行動の底上げ

地域防災力向上

住民主体の健康づくり

地域の商店等

【新拠点区域 】
 健幸拠点

地域経済活性化

まち歩きアプリ活用

・健康行動をデータ化し、

 分析、活用
・健康行動を地域ポイント
 に還元

親子家庭菜園を開設
・「育てる」、「食する」
 の総合的体験

地域ポイント

わくわく
（町プール）民間スポーツ施設

町体育館

健康行動の誘発

各地区公民館
【既存拠点】

○健幸コンシェルジュ
 の育成・配置

○健幸アンバサダーを派遣

○各種総合的な健康体験・情報発信

まほろば館
（図書館・保健センター複合施設）

公民館

８　【清水町】 笑顔があふれ誰もが健康に暮らせる『笑街健幸のまち』
　　　　　　　　　推進エリア

 

目指す
姿

日々の暮らしを通じてあらゆる世代・ライフステージに応じた心身の健康づくりを実現する、
「清水町型スマートライフ」推進エリア

取組
内容

○「健幸スポーツの駅」設置・「健幸拠点」の創設

• 公共施設や民間スポーツ施設に、町民の健康状態に応じた運動プログラムを提案
する「健幸コンシェルジュ」を育成・配置し、「健幸スポーツの駅」として活用

• 図書館と保健センターの複合施設「まほろば館」については、両機能の連携等によ
り、町の中心的な「健幸拠点」として位置づけ

○住民主体の健康づくり体制の構築・地区公民館の有効活用

• 地域の主体的な健康づくりの担い手となる「健幸アンバサダー」を育成。健康無関心
層に健康情報を提供するほか、各地区の公民館に派遣し、健幸スポーツの駅の紹
介や情報を提供

○まち歩きアプリの導入

• 健康づくり事業と地域ポイント制度「ゆうすいポイント」との連携により、健康行動を
地域経済へ還元

新拠点
区域 • 健幸スポーツの駅・健幸拠点

既存
拠点

• 地区公民館、民間スポーツ施設等

県支援
事業

• ふじのくにフロンティア推進エリア形成事業費補助金

主な
進捗

民間スポーツジム等と連携し、
令和４年度に６か所の健幸ス
ポーツの駅を設置し、養成し
た健幸コンシェルジュが運動
プログラムの紹介や相談を実
施。

新型コロナウイルス感染症の
拡大により、開催困難なイベ
ントや健康教室があったため、
健幸拠点「まほろば館」と健幸
スポーツの駅等の連携が遅
れている。

令和４年12月からまち歩きア
プリを導入し、健康活動に応
じて付与する健康ポイントを
地域ポイント制度「ゆうすいポ
イント」と連携させ、地域経済
活性化を図っている。

エリアの概要

主な取組 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

健幸スポーツの駅の設
置による健康づくり推進

当初計画

実施・見込み

まち歩きアプリの導入・
「ゆうすいポイント」との
連携

当初計画

実施・見込み

健幸コンシェルジュ養成　健幸コンシェルジュ配置（健幸スポーツの駅設置）　　

健幸コンシェルジュ養成　健幸コンシェルジュ配置（健幸スポーツの駅設置）　　

Ｒ２年度認定



９　【富士市】 企業の競争力と暮らしの質を高め、新たな価値を創造する
　　　　　　　　　テレワーク先進都市エリア

 

目指す
姿

市内企業のテレワーク導入とデジタル化を支援し、ものづくり産業をはじめとする多様な業
種において生産性の向上を図るとともに、子育てしやすく、災害や感染症などに強い就業
環境と柔軟でしなやかな働き方を実現するエリア

取組
内容

○市内企業のテレワーク導入推進・デジタル化支援

• （仮称）テレワーク推進センターを機能として設置し、コンシェルジュが市内企業の個
々のニーズに対応したテレワーク導入支援を実施

• 製造現場のIoT、AI導入等のデジタル化を支援し、生産性の向上や人材不足の解消
を推進

○首都圏企業の誘致・ワーカーの確保

• コワーキングスペースの利用促進やサテライトオフィスの誘致等により、市内にデジ
タル人材を呼び込み、人材交流やビジネスマッチング等を推進

• 子育て世代のワーカー育成、多様な働き方の実践

• 複合型子育て拠点「みらいてらす」の「子連れコワーキングスペース」を活用した多
様な働き方の支援や、ビジネススキルの習得等による人材の育成

• ICTを活用した情報発信強化等により、子育て世代の柔軟な働き方の実現に向けた
環境づくりを推進

既存
拠点

• 地域産業支援センター「Ｂeパレット ふじ」 • 複合型子育て支援センター「みらいてらす」

県支援
事業

• ふじのくにフロンティア推進エリア形成事業費補助金

主な
進捗

（仮称）テレワーク推進セン
ターの具体策について、関
係者による検討を進めてい
る。

「みらいてらす」が令和４年
度から本格稼働。親子向け
イベントや子育て団体・企業
等交流イベントを開催しなが
ら利用者の増加を図っており、
子育て世代の多様な働き方
の実践の場となっている。

新富士駅内の複合商業施設
内にテレワーク施設の整備
を進めているほか、在宅テレ
ワークリフォームへの支援を
行うなど、テレワーク環境の
充実やテレワーカーの拡大
を図っている。

エリアの概要

主な取組 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

（仮称）テレワーク推進
センター(機能）によるテ
レワーク導入支援

当初計画

実施・見込み

テレワーク環境整備
（コワーキング設置、
リフォーム支援）

当初計画

実施・見込み

Ｒ３年度認定

市内企業 ワーカー

テレワーク推進センター（機能）
 （テレワーク支援の拠点）

支援

既存拠点新拠点

テレワーク推進

複合型子育て支援センター
「みらいてらす」
（子育て支援・ワーカー育成）

地域産業支援センター
「Beパレット ふじ」
（企業のデジタル化支援）

テレワーク環境整備による
首都圏等からの人材・オフィス誘致

テレワーク先進都市の推進
・企業のテレワーク導入・デジタル化推進
・子育て世代ワーカー育成



10　【焼津市】 「水産資源（食）」・「温泉」・「歴史文化」と「新たな働き方・楽しみ
　　　　　　　　　　　方」の掛け合わせにより、多彩な人々が寄り集う「港まちやいづ」創造エリア 

 

目指す
姿

全国トップの水揚げを誇り、我が国を代表する漁港である焼津港を中心として栄えてきた
「港まち」ならではの、水産文化都市が保有する「水産資源（食）」や「温泉」、「歴史文化」
の地域資源とコロナ禍を踏まえた「新たな働き方・楽しみ方」等を掛け合わせることにより
誘客を図り、交流・関係・定住人口を創出するエリア

取組
内容

○地域資源の有効活用・磨き上げ
• 古民家・漁具倉庫等をワーケーションやアクティビティ等の拠点として整備するととも

に、食文化を楽しむガストロノミーツーリズムの概念も取り入れながら、「水産資源（
食）」・「温泉」・「歴史文化」と「ワーク」の掛け合わせによる新たな働き手・ツーリスト
の受け皿づくりを推進

○やいづ版ワーケーション（ワーク＋コラボレーション・イノベーション）の推進
• 外部人材と地域・地元企業・地元教育機関・関係団体等との交流促進による、新規

ビジネスの創出や、地域の水産ブランド力の強化

○空き店舗や空き家等を活用した新たな拠点の整備
• サテライトオフィスやワークスペースを確保し、クリエイティブ人材と地域や地元企業

が連携した地域課題解決ビジネスを創出

新拠点
区域 • 「やいづ版ワーケーション」推進拠点

既存
拠点

• 浜通り服部家（「庭の宿 帆や～hoya～ 焼津」）

• JR焼津駅

• ターントクルこども館

• 焼津駅前商店街

県支援
事業

－

主な
進捗

漁具倉庫をリノベーションした
「焼津PORTERS」について、１
棟の整備が完了し、令和４年
３月からコワーキングスペース
等がオープン。残る１棟は、令
和４年10月に工事着手し、令
和５年４月完成予定。ワー
ケーション施設・宿泊施設・飲
食施設などが入り、令和５年
度から本格稼働予定。

複業人材と地元企業をつなげ
るマッチング合宿を開催した
ほか、グリーンスローモビリ
ティー等を活用しながらビジネ
ス交流を促進する焼津版
MaaSの実証実験が行われる
など、外部人材と地域の接点
創出に向けた取組が展開。

エリアの概要

主な取組 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

「やいづ版ワーケーショ
ン」推進拠点（焼津
POTERS）の整備・運営

当初計画

実施・見込み

デジタルマーケティング
を活用した人材誘引

当初計画

実施・見込み

Ｒ３年度認定

既存拠点新拠点

賑わい拠点
（ターントクルこども館）

ＪＲ焼津駅・駅前商店街

教育機関

地元企業

外部人材

滞在拠点
（古民家活用）

内港胸壁
・安全・安心

【焼津漁港】

「ワーケーション」推進拠点
（漁具倉庫リノベーション）

ワーケーション推進

新
規

ビ
ジ

ネ
ス

創
出

地
域

課
題

解
決

地域資源

（水産資源（食）・温泉・歴史文化）

❌外部人材 

 やいづ版ワーケーションの推進
（外部人材と地元企業・教育機関のコラボレーション）

 地域資源の活用・磨き上げ
（水産資源(食)、温泉、歴史文化）

一部オープン　　　　　　　グランドオープン

一部オープン　　　　　　　グランドオープン



11　【御前崎市】 脱炭素社会と経済の活性化を実現する、
　　　　　　　　　　  御前崎型の次世代農業・賑わい創出エリア 

 

目指す
姿

再生可能エネルギーの導入をはじめとしたカーボンニュートラルに向けた取組とともに、先
端技術を活用した次世代農業の普及と、地域資源である海・港・マリンスポーツ等を活用
した賑わい創出により、脱炭素と経済好循環を実現するエリア

取組
内容

○AI・ICT技術を活用したスマート農業の普及
• スマート農業の地域モデルとなり、かつ、集出荷機能も備えた植物工場を誘致する

とともに、地域農業へのAI・ICT技術の導入や、新たな流通網の構築による地場産
品の販路拡大や地産地消を推進

○御前崎港周辺の新たな賑わい創出
• 既存ストックを活用したワーケーション拠点整備や、民間活力を活用したウォーター

フロントの魅力向上により、新たな人の流れを呼び込む地域に転換

○カーボンニュートラルの取組加速化
• 太陽光発電システムやクリーンエネルギー自動車の導入促進によるエネルギーの

地産地消の拡大や、バイオマス発電所から排出される温排水や排気を有効利用し
た、新たなビジネスモデルの構築

新拠点
区域

• 須々木IC周辺地区産業立地推進拠点 • 新野地区産業立地推進拠点

• 御前崎港バイオマス発電所周辺産業立地推進拠点

既存
拠点

• 御前崎ウォーターフロントにぎわい創出推進区域

• 御前崎港バイオマス発電所（2023年運転開始予定） 等

県支援
事業

－

主な
進捗

須々木IC周辺地区産業立地
推進拠点は、進出を検討し
ている企業と開発に向けた
調整を実施中。

新野地区産業立地推進拠
点、御前崎港バイオマス発
電所周辺産業立地推進拠
点は、地元調整や事業者へ
のヒアリング等を実施中。

既存ストックを改装して令和
３年度にオープンしたコワー
キングスペース「UMI KAZE 
BASE」は、令和４年７月から、
民間活力を活用し、マリン
パーク御前崎オートキャンプ
場と一体となった運営を開
始し、ワーケーション利用の
拡大を図っている。

エリアの概要

Ｒ３年度認定

次世代農業と賑わい創出を軸に、
脱炭素・経済活性化を実現

地域農業

販路拡大

AI・ICT技術普及

技術実証
地産地消推進 【御前崎港】

 産業拠点（温排水・
排気有効活用）

再エネ普及

御前崎港バイオマス発電所
（2023年運転開始予定）

ワーケーション推進
水素製造・輸送拠点

御前崎ウォーターフロント
にぎわい創出推進区域

既存拠点

新拠点区域

推進区域

道の駅 風のマルシェ

【須々木IC周辺】

 植物工場・農産物流通拠点

【新野地区】

 植物工場

主な取組 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

須々木IC周辺地区産業
立地推進拠点の整備

当初計画

実施・見込み

事業者向け再生可能エ
ネルギー導入支援

当初計画

実施・見込み

企業誘致　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地盤改良・施設整備

企業誘致　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地盤改良・施設整備



12　【富士山南東】 首都圏の子育て世帯から選ばれる「転職なき移住」
　　　　　　　　　　　　 推進エリア（三島市・裾野市・長泉町）

 

目指す
姿

子育てに適した豊かな自然環境や首都圏への良好な交通アクセスを活かしながら、三島
駅をハブとした車を持たずとも暮らしやすい移動環境を提供することで、「子育て世帯」「首
都圏通勤者」「テレワーカー」の移住希望者から選ばれるエリア

取組
内容

○子育て世帯のニーズに合った魅力ある拠点の整備・活用
• テレワーク拠点の整備を促進し、「転職なき移住」実現の場を創出するほか、交流施

設や公園の活用・ＰＲにより、移住者が孤立せず安心して子育てできる環境を創出
• 空き家活用などに重点的に取り組む移住モデル地区を形成し、移住者を呼び込む

受皿を整備するとともに、住宅地・工業団地の整備を着実に進め、ゆとりある住まい
や、配偶者・家族の就業先を提供

○新幹線三島駅をハブとしたエリア内移動の利便性向上
• 自動運転技術の導入、シェアサイクル・電動キックボード・超小型モビリティ等のパー

ソナルモビリティ拠点拡充等により、誰もが移動しやすい交通ネットワークを整備
• あらゆる移動手段と、地域イベントや立寄り先などのサービスをシームレスにつなげ

るマルチモーダルデータ連携基盤の構築により、移動・生活の利便性を向上

○住みやすい街、産み育てやすい街としてのブランド確立
• 首都圏子育て世帯向けに、ブランディング・プロモーションを２市１町で一体的に実施

し、若者の移住を促進

既存
拠点

• 三ツ谷地区新たな産業拠点整備区域

• 三島塚原 IC 周辺ゆとりある田園居住
区整備促進区域

• 長泉沼津 IC 周辺物流関連産業等集積区域

• 裾野市北部地域職住近接の防災スマートシ
ティ創出推進区域

• 三島駅、下土狩駅、長泉なめり駅、裾野駅、岩波駅　等

実施
事業

【若者、子育て世帯をターゲット
としたUターン・移住促進事業】

エリア内出身の若者のUター
ン促進、首都圏からの子育て
世帯の移住促進・プロモーショ
ンを共同実施

【テレワーク拠点整備事業】
テレワーク拠点整備や進出企
業への支援を行い、民間資本
による拠点整備を促進

【新幹線三島駅から各拠点への
アクセス、エリア内移動の利便
性向上事業】

交通事業者、民間事業者、大
学と連携し、ICTを活用しなが
ら、エリア内移動の利便性を
向上

エリアの概要

主な取組 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

若者、子育て世帯をターゲットとしたU
ターン・移住促進事業

テレワーク拠点整備事業

新幹線三島駅から各拠点へのアクセ
スと移動利便性向上事業

事業実施

実証事業　　　　　　　　事業化検討　　　 実装

実証事業・事業化検討　　 実装

移住希望者
（首都圏通勤・テレワーカー）

自動運転・
パーソナルモビリティ

テレワーク拠点の整備促進

子育て世帯の交流促進

タクシー活用促進・オンデマンド交通導入

マルチモーダルデータ連携基盤構築

共同ブランディング
・プロモーション
による移住促進

質の高い住環境・
家族の就業先の提供

既存拠点（交通）

推進区域（産業）

既存拠点（公園等）

既存拠点（テレワーク）

推進区域（住宅）

広域連携による「子育て世帯」「首都圏
通勤者」「テレワーカー」の移住促進

Ｒ４年度認定



既存拠点

新拠点区域

JR菊川駅

コミュニティ活動拠点
「プラザきくる」

駅前歩行者専用道路
「グリーンモール」

【半済地区】

 産業立地拠点
（工業用地整備）

【加茂山田地区】

 産業立地拠点
（工業用地整備）

地域活動の場

環境・景観保全

田園

茶
園

就労・居住の場
（定住の受皿）

菊川市田んぼアート

千框棚田

学生

外国人住民

ঽ
ே
؞
஗
঵
ৱ
౺

関係人口

外部人材

若者還流

駅北まちづくり拠点
（商業施設・住宅地等整備）

13　【菊川市】 「多文化都市」菊川型の関係人口創出・定住人口
　　　　　　　　　 拡大エリア

 

目指す
姿

若者・外国人・自然・農業などの多彩な文化を有する人・資源が調和しながら、地域に親し
み、地域を育てる人が寄り集う、菊川型の関係人口創出・定住人口拡大エリア

取組
内容

○若者や外国人を巻き込んだコミュニティ・関係人口の創出

• 若者や外国人、地域事業者などの地域内交流を促進するとともに、豊かな生態系や
美しい景観を形成する茶園や棚田などの伝統的な地域資源等を保全・活用して、市
内外の多彩な人々が交わる地域活動を推進

• JR菊川駅周辺の交通・都市基盤を一体的に整備して新たな人の流れを創出すると
ともに、地域活動やコミュニティビジネスのフィールドとして活用し、地域交流を創出

○地域を担う人材の育成

• 教育機関と連携した学生の地域活動の機会創出、多文化共生推進などの担い手の
育成・連携促進、コミュニティビジネス実践の支援により多様な人材を育成するととも
に、若者の還流、外国人住民の地域交流、外部人材の関係人口化を促進

○関係人口から定住人口への受け皿整備

• 新たな工業用地を整備し、就労の場・雇用を創出

• JR菊川駅周辺整備での一体的な住宅地整備により、利便性の高い住環境を創出

新拠点
区域

• 加茂山田地区産業立地拠点 • 半済地区産業立地拠点

• 駅北まちづくり拠点

既存
拠点

• ＪＲ東海道本線菊川駅

• グリーンモール

• 市役所東館「プラザきくる」

• 千框棚田、菊川市田んぼアート

実施
事業

【庁舎東館を核とした賑わいの
好循環創出事業】

市民の力による賑わい創出
に向けて、若年層を中心とし
た関係人口を増やす取組等
を実施

【菊川駅周辺地区整備事業】
南北自由通路や駅前広場の
整備により、利便性・安全性
の向上を図るとともに、駅周
辺の滞留・賑わいを創出

【多文化共生コミュニケーション
支援事業】

ICTを活用した多言語での情
報発信により、外国人住民の
地域社会との交流や、災害時
の地域内共助を促進

エリアの概要

主な取組 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

工業用地の整備

駅北まちづくり拠点整備事業

庁舎東館を核とした賑わいの好循環創
出事業

加茂山田地区 造成・建設　　　　　　　　　　　　　　　半済地区 造成・建設

許認可手続き　　　　　　　　　　　　　整備実施

研究会開催・イベント実施

若者・外国人を巻き込んだ
関係人口・定住人口の創出

Ｒ４年度認定


